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連 結 貸 借 対 照 表 
 

(平成30年３月31日現在) 
 
株式会社東京臨海ホールディングス （単位：千円）
 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科   目 金   額 科   目 金   額 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

営業未収入金及び売掛金 

未 収 入 金 

未 収 消 費 税 等 

有 価 証 券 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建物及び構築物 

機 械 装 置 

車 両 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

減価償却累計額 

無 形 固 定 資 産 

借 地 権 

商 標 権 

電 話 加 入 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

出 資 金 

長 期 性 預 金 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

67,423,445 

46,051,604 

1,706,613 

2,492,593 

1,024,244 

13,733,973 

848,749 

468,141 

1,120,574 

△23,048 

314,886,337 

273,710,170 

379,822,663 

70,215,912 

13,299,191 

4,327,653 

64,249,090 

164,120 

7,569,066 

△265,937,528 

20,896,811 

20,376,573 

2,115 

19,017 

499,105 

20,279,356 

14,108,162 

60,000 

300,000 

5,107,512 

420,579 

291,516 

△8,416 

流 動 負 債 

営業未払金及び買掛金 

一年以内返済予定長期借入金 

リ ー ス 債 務 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 等 

前 受 金 

預 り 金 

前 受 運 賃 

賞 与 引 当 金 

未決算圧縮特別勘定 

そ の 他 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

リ ー ス 債 務 

長 期 前 受 金 

長 期 預 り 金 

受 入 保 証 金 

繰 延 税 金 負 債 

退職給付に係る負債 

資 産 除 去 債 務 

31,146,252 

785,031 

9,384,118 

30,657 

9,987,275 

145,095 

2,560,229 

940,552 

4,989,601 

660,704 

243,978 

334,197 

1,078,850 

5,958 

123,121,933 

95,592,596 

73,707 

45,174 

1,127,355 

13,797,657 

8,126,166 

2,328,122 

2,031,153 

負 債 合 計 154,268,185 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

非支配株主持分 

182,344,885 

12,000,000 

65,862,574 

104,482,311 

45,696,712 

純 資 産 合 計 228,041,597 

資 産 合 計 382,309,783 負債・純資産合計 382,309,783 
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連 結 損 益 計 算 書 
 

(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日) 
 
株式会社東京臨海ホールディングス （単位：千円）
 

科      目 金      額 

売 上 高  72,095,090 

売 上 原 価  50,253,219 

売 上 総 利 益  21,841,870 

販売費及び一般管理費  4,223,627 

営 業 利 益  17,618,242 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 63,799  

業 務 受 託 料 収 入 88,230  

そ の 他 120,604 272,635 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 1,669,680  

そ の 他 282,228 1,951,908 

経 常 利 益  15,938,969 

特 別 利 益   

SFカード未使用分受入額 135,976  

そ の 他 85,506 221,483 

特   別   損   失   

固 定 資 産 圧 縮 損 29,763  

固 定 資 産 除 却 損 438,830  

固 定 資 産 売 却 損 144 468,738 

税金等調整前当期純利益  15,691,714 

法人税、住民税及び事業税 4,487,071  

法 人 税 等 調 整 額 439,119 4,926,191 

当 期 純 利 益  10,765,523 

非支配株主に帰属する当期純利益  2,310,380 

親会社株主に帰属する当期純利益  8,455,142 
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連結株主資本等変動計算書 
 

(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日) 
 
株式会社東京臨海ホールディングス （単位：千円）

 

 株   主   資   本 
非 支 配 
株主持分 

純資産合計 
 資本金 

資 本 
剰余金 

利 益 
剰余金 

株主資本 
合  計 

平成2 9年４月１日残高 12,000,000 65,862,574 96,027,168 173,889,742 43,414,124 217,303,867 

連結会計年度中の変動額       

  親会社株主に帰属する 
  当 期 純 利 益 

  8,455,142 8,455,142  8,455,142 

   株主資本以外の項目の 
 連 結 会 計 年 度 中 の 
   変 動 額 (純 額) 

    2,282,588 2,282,588 

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 8,455,142 8,455,142 2,282,588 10,737,730 

平成30年３月31日残高 12,000,000 65,862,574 104,482,311 182,344,885 45,696,712 228,041,597 
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連 結 注 記 表 

 

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

  (1) 連結の範囲に関する事項 

全ての子会社を連結しております。 

① 連結子会社の数     ６社 

② 連結子会社の名称    東京臨海熱供給株式会社 

              株式会社ゆりかもめ 

              株式会社東京テレポートセンター 

              株式会社東京ビッグサイト 

              東京港埠頭株式会社 

              株式会社ビッグサイトサービス 

 

  (2) 会計方針に関する事項 

   ① 資産の評価基準及び評価方法 

     有価証券の評価基準及び評価方法 

      満期保有目的の債券   償却原価法（定額法）を採用しております。 

      その他有価証券  

       時価のあるもの 

 

 

時価のないもの 

 決算日の市場価格に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。  

移動平均法による原価法を採用しております。 

 

② 固定資産の減価償却の方法 

    ア 有形固定資産 

      (リース資産を除く） 

 定額法を採用しております。ただし、一部の連結子

会社の車両は定率法を採用しております。 

 イ 無形固定資産 

      (リース資産を除く） 

 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社内における見込利用可能期間

に基づく定額法を採用しております。 

    ウ リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。 

     エ 投資その他の資産 

       長期前払費用 

 

定額法を採用しております。 

 



〆≠●0 
02_0494401143006.doc 
 5/31/2018 2:32:00 PM印刷 14/17 

― 38 ― 

③ 引当金の計上基準 

    ア 貸倒引当金  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

は、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

    イ 賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支

給見込額のうちの当連結会計年度の負担額を計上して

おります。 

 

④ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

    ア  退職給付に係る負債の 

計上基準 

 従業員に対する退職給付の支給に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務から年金資産の額

を控除した額を計上しております。 

    イ 消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

 

２．連結貸借対照表に関する注記 

  (1) 担保に供している資産 

建 物 及 び 構 築 物 108,658,619千円

機 械 装 置 3,189,628千円

車 両 運 搬 具 6,007,320千円

工 具 器 具 備 品 266,924千円

土 地 41,218,161千円

合   計 159,340,654千円

 

(2) 担保に係る債務 

一年以内返済予定長期借入金 6,786,728千円

長 期 借 入 金 67,699,036千円

合   計 74,485,765千円

 

  (3) 保証債務 

当社の連結子会社である株式会社東京テレポートセンターは、下記会社の金融機関

からの借入に対して連帯保証を行っております。 

 後藤建築事務所株式会社            7,200千円 

     

  (4) 固定資産の圧縮記帳に関する注記 

固定資産の圧縮記帳累計額は以下のとおりです。 

圧縮記帳累計額 50,531,269千円

 

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

  当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数    普通株式  1,127,930株 
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４．金融商品に関する注記 

 １．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については為替リスクを伴わない預金及び債券等とし、ま

た、資金調達については銀行借入等による方針です。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である営業未収入金及び売掛金、未収入金は、顧客の信用リスクに晒されて

おります。当該リスクに関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行う体制とし

ております。 

営業債務である営業未払金及び買掛金、未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期

日です。 

長期借入金は、主として設備投資に係る資金調達です。変動金利の借入金は、金利の

変動リスクに晒されております。  

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的

に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込ん

でいるため、異なる前提条件を採用することにより当該価額が変動することがあります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に

は含まれておりません（（注2）参照）。  

（単位：千円） 

 連結貸借対照表 

計上額(*) 

時価(*) 差額 

(1) 現金及び預金 

(2) 営業未収入金及び売掛金 

(3) 未収入金 

(4) 有価証券 

(5) 投資有価証券 

(6) 長期性預金 

(7) 営業未払金及び買掛金 

(8) 未払金 

(9) 長期借入金 

46,051,604 

1,706,613 

2,492,593 

13,733,973 

14,108,162 

300,000 

(785,031) 

(9,987,275) 

(104,976,715) 

46,051,604 

1,706,613 

2,492,593 

13,735,389 

14,255,990 

300,614 

(785,031) 

(9,987,275) 

(105,211,941) 

― 

― 

― 

1,415 

147,827 

614 

― 

― 

△235,226 

(*) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。 

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

(1)現金及び預金、及び (2)営業未収入金及び売掛金、並びに(3)未収入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。 
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(4)有価証券、及び(5)投資有価証券 

これらの時価について、債券は取引所の価格または日本証券業協会が公表してい

る売買参考値によっております。それ以外の有価証券については短期間で決済され

るため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(6)長期性預金 

   長期性預金の時価については、元利金の合計額を同様の新規預金を行った場合に

想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。 

(7)営業未払金及び買掛金、及び(8)未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。 

   (9)長期借入金 

長期借入金のうち、変動金利による主なものは、短期間で市場金利を反映するこ

とから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によって

おります。固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合

に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。 

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

（単位：千円） 

 連結貸借対照表計上額(*) 

受入保証金 (13,797,657) 

   (*) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

  賃貸物件における賃借人から預託されている受入保証金（連結貸借対照表計上額     

13,797,657千円）は、市場性がなく、かつ、賃借人の入居から退去までの実質的な預

託期間を算定することは困難であることから、合理的なキャッシュ・フローを見積る

ことが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。 

 

５．賃貸等不動産に関する注記 

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項  

当社の一部の連結子会社では、東京都の臨海地域において、賃貸用のオフィスビル及

び外貿コンテナ埠頭等（土地を含む。）を有しております。 

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項  

（単位：千円） 

連結貸借対照表計上額 当期末の時価 

236,675,946 231,060,256 

 (注1) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除

した金額であります。 

(注2) 当期末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金

額であります。 

(注3) 賃貸オフィスビルの一部については、当社及び一部の連結子会社で使用しておりま

すが、当該使用比率が低く、重要性に乏しいため、上表に含めております。 
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６．資産除去債務に関する注記 

  資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの 

当連結会計年度における資産除去債務の残高の推移は次のとおりであります。 

   

    期首残高                   2,001,313千円 

    期中増減額（△は減少）               29,839千円 

    期末残高                    2,031,153千円 

 

  資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上していないもの 

当社の一部の連結子会社は、東京都が保有する共同溝、港湾施設用地及び道路等に関

して、共同溝使用許可、港湾施設使用許可及び道路占用許可に基づき、返還時に当該連

結子会社が保有する地域冷暖房配管、コンテナターミナル、走行路設備及び駅設備等を

撤去することの原状回復に係る債務を有しております。しかし、当該債務に関連する共

同溝、港湾施設用地及び道路等の実質的な使用期間及び占用期間については、東京都の

政策の動向に左右されるものであり、当社グループの裁量だけで決定できるものではな

いため、資産除去債務を合理的に見積ることができません。そのため、当該債務に見合

う資産除去債務を計上しておりません。 

 

７．１株当たり情報に関する注記 

１ 株 当 た り 純 資 産 額 202,177円08銭

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 7,496円16銭

 

８．その他の注記 

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表の記載金

額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 


